〇 市 町 村 議 会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 9 月 議決 分 ) 


平成 25 年 9 月 10 日 現在 





市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








ー 関 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 6 日 

【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (経済 財政 政策 ) 

【 件 名 】「 地 方 税 財源 の 充実 確保 」 を 求め る 意見 書 


地方 財政 は 、 社会 保障 関係 費 な どの 財政 需要 の 増加 や 地方 税収 の 低迷 等 に より 、 厳し 
い 状 況 が 続い て いる 。 
こう し た 中 、 基礎 自治 体 で ある 市 が 、 住民 サー ビス や まち づく り を 安定 的 に 行う た め 
に は 、 地 方 税 財源 の 充実 確保 が 不可 欠 で ある 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 下 記事 項 を 実現 され る よう 強く 求め る 。 
記 
地方 交付 税 の 増額 に よる 一 般 財 源 総 額 の 確保 に つい て 
1 地方 単独 事業 を 含め た 社会 保障 関係 費 の 増 な ど 地方 の 財政 需要 を 、 地 方 財政 計画 
に 的 確 に 反映 する こと に より 、 一 般 財 源 総 額 を 確保 する こと 。 
2 特に 地方 の 固有 財源 で ある 地方 交付 税 に つい て は 、 本 来 の 役割 で ある 財源 保障 機 
能 ・ 財 源 調整 機能 が 適切 に 発揮 され る よう 増額 する こと 。 
3 財源 不足 額 に つい て は 、 臨時 財政 対策 債 の 発行 等 に よる こと な く 、 地 方 交付 税 の 
法定 率 の 引き 上 げに より 対応 する こと 。 
4 依然 と し て 上 厳しい 地 域 経済 を 活性 化 さ せる 必要 が ある こと か ら 、 地 方 財政 計画 に 
お ける 歳出 特別 枠 を 維持 する こと 。 
5 地方 公務 員 給 与 の 引き 下げ を 前 提 と し て 、 平 成 25 年 度 の 地方 交付 税 が 削減 され 
た が 、 地 方 の 固有 財源 で ある 地方 交付 税 を 国 の 政策 誘導 手段 と し て 用 いる こと は 、 
避け る こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 











〇 市 町 村 議 会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 9 月 議決 分 ) 


平成 25 年 9 月 10 日 現在 





市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








ー 関 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 6 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 平成 25 年 7 月 26 日 か ら の 大 雨 被害 の 早期 調査 及び 検証 を 求め る 意見 書 


平成 25 年 7 月 26 日 か ら の 大 雨 に より 、 当 市 は 1 級 河 川 砂鉄 川 及 び 千 厩 川 等 県 管理 河 
川 の 沿線 及び 流域 の 中 小河 川 に お いて 甚大 な 被害 が 発生 し まし た 。 

砂鉄 川 に お いて は 、 河 川 堤防 が 完成 し た に も 関わ ら ず 、 甚 大 な 被害 が 発生 し た こと は 、 
市 民生 活 に 重大 な 影響 を 及ぼ し て お り ま す 。 

また 、 千厩 川 に お いて は 、 河川 改修 事業 が 完成 し た 箇所 で 堤防 を 越 水 し た 事態 が 生じ 


て いま す 。 
ゲリラ 豪雨 が 多発 し て いる こと に 鑑み 、 流 域 全体 の 総合 的 な 防災 減災 対策 が 必要 で あ 
り ま す 。 


その た め 、 河 川 改修 の 実施 計画 を 有する 箇所 に つい て は 、 事 業 の 加速 化 を 図り つつ 、 
今回 の 浸水 被害 の 要因 に つい て 、 恒 久 的 な 対策 を 講じ る た め に も 速やか な 調査 及び 地域 
住民 と と も に 検証 を 行う よう 強く 要望 し ます 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 


【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 6 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 被 災 者 の 医療 ・ 介 護 保険 利用 料 の 免除 措置 の 継続 を 求め る 意見 書 


東日本 大 震 災 か ら 2 年 半 が た と うと し て いる 。 こ の 大 岩 災 か ら の 復興 で 最 優先 すべ き 
課題 は 、 被 災 者 の 命 と 暮らし を 守る こと で ある 。 

その 視点 か ら 岩 手 県 は 全壊 、 半 壊 と いう 未 営 有 の 被害 を 受け られ た 方 々 の 国民 健康 保 
険 ・ 後 期 高 齢 者 医療 ・ 介 護 保険 利用 料 の 一 部 負担 金 の 免除 措置 を 本 年 12 月 末 ま で 実施 
する こと で 対応 し て いる 。 

その 対応 は 、 多 く の 被 災 者 に 生き る 希望 と 勇気 を 与え て きた こと は 間違い な い 。 

し か し 、 被 災 者 の 生活 再建 は いま だ 道 半 ば で あり 、 復 興 は 正 に これ か ら で あ る 。 

よっ て 、 国 民 健康 保険 ・ 後 期 高 齢 者 医療 ・ 介 護 保険 利用 料 の 一 部 負担 金 の 免除 措置 を 
平成 26 年 1 月 以降 も 継続 する よう 強く 要望 する 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 











